
 

徳島県訪問介護事業所新規開設支援事業費補助金交付要綱 

 

（補助金の交付） 

第１条 知事は、本県における介護サービス提供体制の強化、とりわけ中山間地域等にお

けるサービス確保を図るため、新たに立ちあげた訪問介護事業所の開設及び事業の早

期安定化を図るための運営に係る経費について、予算の範囲内で、事業所を経営する

法人等に補助金を交付するものとし、その交付については、徳島県補助金交付規則

（昭和５８年徳島県規則第５３号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、こ

の要綱の定めるところによる。 

 

（補助金の支給対象者等） 

第２条 補助金を受けることができる者は、「令和８年４月１日から令和９年３月３１日

までの間に、徳島県知事の指定を新たに受けた訪問介護事業所又は同期間内に新たに

サテライト事業所を設置し徳島県に変更届出書が受理された訪問介護事業所（以下、

「訪問介護事業所等」という。）」を経営する法人等であって、訪問介護事業所等が

次の各号のいずれかに該当するものとする。  

 一 中山間地域（別表１に定める地域。以下同じ。）において新たに開設されたもの

であること。 

 二 中山間地域以外の地域において新たに開設された訪問介護事業所等であって、開

設後、中山間地域の利用者に対して別表４に定める一定以上の訪問介護サービスを

提供した実績を有するものであること。 

２ 前項の規定にかかわらず、サービス付き高齢者向け住宅、有料老人ホーム等の集合

住宅等（以下、「集合住宅等」という。）に併設、または同一敷地内・建物内におい

て新たに開設された訪問介護事業所等に対する前項の規定の適用については、次の各

号に定めるところによる。  

 一 前項第１号の対象となる訪問介護事業所等は、開設後、中山間地域の利用者（当

該集合住宅等の入居者は除く。）に対して別表４に定める一定以上の訪問介護サー

ビスを提供した実績を有するものであること。 

 二 前項第２号の対象となる訪問介護事業所等は、同号の訪問介護サービス提供実績    

  に、当該集合住宅等の入居者に対して訪問介護サービスを提供した実績は含まない

ものとすること。 

 

（対象経費及び補助額等） 

第３条 対象経費（消費税及び地方消費税を除く。）及び補助額等は、別表２に掲げると

おりとする。 

 

（補助金交付申請書等） 

第４条 規則第３条の補助金交付申請書は、様式第１号による。 

２ 規則第３条の知事が定める書類は、様式第１号に掲げるとおりとする。 



３ 規則第３条の知事の定める期日は、知事が別に定める日とする。 

４ 補助金の申請受付は、第３項に規定する期日内であっても、予算の上限に達した時点

で終了するものとする。 

 

（補助金の交付の条件） 

第５条 規則第５条第１項各号に掲げる事項及び規則第１５条の２に規定する事項は、補

助金の交付の決定の条件となる。 

 

（軽微な変更） 

第６条 規則第５条第１項第１号に規定する知事の定める軽微な変更は、別表２における

対象経費の内容相互間における２０パーセント以内の金額の変更とする。 

２ 規則第５条第１項第２号に規定する知事の定める軽微な変更は、補助金額に変更のな

いもので、補助事業の目的を損なわない事業計画の細部の変更とする。 

 

（変更の承認の申請等） 

第７条 規則第５条第１項第１号から第３号までの規定による知事の承認を受けようとす

る者は、補助事業変更（中止・廃止）承認申請書（様式第２号）を知事に提出しなけ

ればならない。 

２ 規則第５条第１項の知事が定める書類は、様式第２号に掲げるとおりとする。 

 

（実績報告書等） 

第８条 規則第１１条の実績報告書は、様式第３号による。 

２ 規則第１１条の知事の定める書類は、様式第３号に掲げるとおりとする。 

３ 規則第１１条の規定による実績報告は、補助事業の完了の日若しくは廃止の承認を受

けた日から起算して３０日を経過した日又は補助金の交付の決定のあった年度の３月

３１日のいずれか早い期日までにしなければならない。 

 

（補助金の交付決定の取消し） 

第９条 知事は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付の決

定の全部又は一部を取り消すことができる。 

一 規則、この要綱又は交付決定の条件に違反したとき。 

二 補助事業に関して不正、怠慢その他不適当な行為があったとき。 

三 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

２ 知事は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、当該取消   

しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還

を命ずるものとする。 

 

（補助金の請求および支払） 

第１０条 規則第１２条の規定による通知を受けた補助事業者は、補助金請求書（様式第

４号）に当該通知に係る通知書の写しを添えて知事に補助金の請求をしなければなら



ない。 

２ 知事は、補助事業者から補助金請求書を受理した後に、補助金を支払うものとする。 

 

（書類の保管等） 

第１１条 規則第１６条の帳簿及び証拠書類の保管の期間は、補助事業の完了の日又は廃

止の承認を受けた日の属する年度の翌年度から起算して５年間とする。 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

（交付決定前の開設にかかる特例）  

２ 令和８年４月１日から規則第４条の規定による交付決定を受ける日までの間に訪

問介護事業所等を開設した法人等は、補助対象とすることができる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


